◆町県民税の公的年金からの特別徴収（年金天引き）に関するＱ＆Ａ
Ｑ１　どうして、町県民税を公的年金から特別徴収するのですか？

Ａ１　納税者が納税のために役場の窓口や金融機関に出向く必要がなく、納め忘れもありません。また、納期が年４回から６回になり、１回あたりの負担額が軽減されます。このように、納税の利便性向上を目的に、地方税法が改正されたことによるものです。
Ｑ２　年金からの特別徴収制度により、納付する額が増えることはありませんか？

Ａ２　この制度は、町県民税のお支払い方法を変更するものであり、新たな負担は生じません。

Ｑ３　公的年金からの特別徴収は、本人の意思により選択することができますか？
Ａ３　公的年金等所得に係る町県民税については、年金から「特別徴収の方法によって徴収するものとする（地方税法３２１条７の２）」とされており、公的年金等の額が年額１８万円未満の人・特別徴収税額が公的年金の年額を超える人・介護保険料の特別徴収対象者でない人等を除き、原則として公的年金を受給しているすべての納税義務者が対象となっています。本人の意思による選択は認められていません。
Ｑ４　後期高齢者医療制度において、特別徴収制度の見直し（口座振替による普通徴収の選択制の導入等）が行われていますが、町県民税においても、そうした見直しは考えられていますか？
Ａ４　現時点においては、町県民税について見直し等は予定されていません。
Ｑ５　当初、介護保険料を特別徴収されていましたが、年度途中で介護保険の資格に関らない理由（介護保険料の変更等）により、普通徴収に切り替わった場合、町県民税はこのまま特別徴収されますか？
Ａ５　介護保険料の特別徴収の対象でなくなった人については、町県民税の特別徴収を行うことはできない為、普通徴収に切り替わることになります。
Ｑ６　国民健康保険税（又は後期高齢者医療保険料）には年税額が年金支給額の２分の１を超えたら特別徴収（年金天引き）しないという制度がありますが、町県民税にはないのですか？
Ａ６　町県民税の特別徴収については、年金支給額から所得税、介護保険料、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料を控除した後の額が町県民税額より大きい場合には特別徴収の対象となります。
Ｑ７　町県民税の均等割のみ課税となる年金所得者は、特別徴収の対象者となりますか？
Ａ７　給与からの特別徴収については、特別徴収税額が均等割額に相当する金額以下である場合には、最初に徴収すべき月に徴収する旨が規定されています。しかし、年金からの特別徴収についてはこのような規定はない為、年金からの特別徴収の初年度においては２分の１を年金から特別徴収し残額を普通徴収して、それぞれ徴収します。
Ｑ８　特別徴収の対象となる公的年金等には、どのような年金がありますか？

Ａ８　公的年金等には次の年金があります。なお、障害年金や遺族年金は町県民税では課税されない為、特別徴収の対象となりません。

(1)国民年金法による老齢基礎年金（同法附則第９条の３第１項による老齢年金を含む。以下同じ。）

(2)昭和６０年国民年金等改正法第１条の規定による改正前の国民年金法（以下「旧国民年金法」という。）による老齢年金及び通算老齢年金

(3)昭和６０年国民年金等改正法第３条の規定による改正前の厚生年金保険法（以下「旧厚生年金保険法」という。）による老齢年金、通算老齢年金及び特例老齢年金

(4)昭和６０年国共済法等改正法第１条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法並びに昭和６０年国共済法等改正法第２条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法の長期給付に関する施行法（以下「旧国共済法等」という。）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

(5)昭和６０年地共済法等改正法第１条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法（以下「旧地共済法」という。）並びに昭和６０年地共済法等改正法第２条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法等の長期給付等に関する施行法による（以下「旧地共済法等」という。）退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

(6)昭和６０年私学共済法等改正法第１条の規定による改正前の私立学校教職員共済組合法（以下「旧私学共済法」という。）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

(7)昭和６０年国民年金等改正法第５条の規定による改正前の船員保険法（以下「旧船員保険法」という。以下同じ。）による老齢年金及び通算老齢年金

(8)移行農林年金（平成１３年厚生農林総合法附則第１６条第６項に規定する移行農林年金をいう。）のうち退職年金、減額退職年金及び通算退職年金

Ｑ９　特別徴収対象年金を複数（２以上）受給している場合、どの年金から特別徴収されることとなりますか？

Ａ９　２以上の年金を受給されている場合、その受給額の多少に関わらず次に掲げる順序に従い、町県民税が特別徴収されます。

(1)国民年金法による老齢基礎年金

(2)旧国民年金法による老齢年金又は通算老齢年金

(3)旧厚生年金保険法による老齢年金、通算老齢年金又は特例老齢年金

(4)旧船員保険法による老齢年金又は通算老齢年金

(5)旧国共済法等による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金（厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第８２号。以下「平成８年改正法」という。）附則第３条第８号に規定する旧適用法人共済組合が支給するものに限る。）

(6)旧国共済法等による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金（第５号に掲げる場合を除く。）

(7)移行農林年金退職年金、減額退職年金又は通算退職年金

(8)旧私学共済法による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金

(9)旧地共済法等による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金

Ｑ10　介護保険料と町県民税で特別徴収対象の年金が異なる場合はありますか？
Ａ10　介護保険料と町県民税とで同一の年金から特別徴収を行います。なお、介護保険料の特別徴収対象年金が遺族年金・障害年金である場合には、町県民税について特別徴収は行われません。
Ｑ11　公的年金等に係る所得および給与所得があり、確定申告書の「給与所得以外の町県民税の徴収方法の選択」欄において「給与から天引き（特別徴収）」を選択した場合、公的年金等に係る所得割額も給与から天引きされますか？
Ａ11　公的年金等に係る所得割額については、公的年金等から特別徴収します（地方税法３２１条の３）。
Ｑ12　給与所得に係る特別徴収と公的年金等に係る特別徴収の両方があるとき、均等割はどちらから徴収しますか？
Ａ12　給与所得に係る特別徴収から徴収します（地方税法３２１条７の２）。
Ｑ13　公的年金等に係る所得のほかに、給与所得に係る所得がある場合の所得割額の算定方法はどのようになりますか？

Ａ13　基本的に所得の額に応じて按分することとなります。年税額から給与所得に係る税額を差し引いた残りの税額を、年金から特別徴収する税額とします。

Ｑ14　年度途中で控除の変更等で年税額が増額（又は減額）となった場合、全ての特徴を中止し普通徴収になりますか？　また、増額の場合は増額分のみを普通徴収とし併徴になりますか？
Ａ14　年度途中で公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に変更（増額又は減額）があった場合には、特別徴収は中止となり、徴収済額を除いた残額の全てが普通徴収に切り替わります。
Ｑ15　年度途中で控除の変更等で年税額が増額（又は減額）となった為、特別徴収は中止になりました。特別徴収の再開はいつからになりますか？

Ａ15　翌年度の１０月の年金支給分から特別徴収が再開されます。

Ｑ16　公的年金等に係る所得以外の所得（給与所得等）がある場合において、当該所得の金額に変更があり税額が増額となった場合にも、特別徴収を中止しなくてはならないのですか？
Ａ16　施行規則第９条の７において、公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に変更があった場合には、特別徴収は中止となり、普通徴収によって調整することとなります。
Ｑ17　公的年金等に係る所得以外の所得（給与所得等）がある場合において、給与所得等に係る町県民税も年金から特別徴収されますか？

Ａ17　年金から特別徴収される税額は、公的年金等に係る税額のみとなっています。

Ｑ18　年金から特別徴収されているはずですが、普通徴収に切り替わり納付書が届きました。なぜですか？

Ａ18　年金からの特別徴収が納付書による普通徴収に切り替わる場合は、次の理由などが考えられます。

(1)公的年金等の所得か公的年金等の所得以外の所得（給与所得等）に係る年税額が変更された場合

(2)他の市区町村に転出した場合

Ｑ19　これまで公的年金等の所得に係る町県民税については、給与から特別徴収していましたが、今後はどのような納付方法になりますか？

Ａ19　公的年金等の所得に係る町県民税は、公的年金等からの特別徴収となりますので、給与からの特別徴収はできません。

Ｑ20　年金所得以外の所得に係る税額について、年金から特別徴収する税額への加算は当面の間実施しないとのことですが、例えば年金所得の他に営業所得等のマイナスのみがあった場合、損益通算（マイナス）をして税額が計算されますか？
Ａ20　年金所得の他に営業所得等のマイナスがあった場合は、損益通算をして税額が計算されます。
Ｑ21　年金所得の他に営業所得等のマイナスがあった場合に損益通算をして税額が計算されますが、その場合、特別徴収すべき公的年金等に係る所得に係る所得割額はどう算出しますか？
Ａ21　基本的に確定税額を所得の額に応じて按分します。この例の場合、営業所得はマイナスであることから按分割合は０として、全額が年金から特別徴収される額となります。
Ｑ22　給与及び年金からそれぞれ特別徴収される場合で、給与・年金所得以外の所得に係る税額も特別徴収にする場合、給与・年金所得以外の所得に係る税額を年金から特別徴収する額に加算することができますか？
Ａ22　給与所得・年金所得以外の所得に係る税額の年金からの特別徴収税額への加算は、当面実施しないこととしており、給与所得・年金所得以外の所得に係る税額については、従来通り、給与からの特別徴収か普通徴収で納付することになります。
Ｑ23　公的年金には、企業年金など、社会保険庁等から経由機関を通じて支払報告書が送られるもの以外の年金もありますが、こうした企業年金や恩給などの公的年金等収入は、特別徴収税額を決定するための所得には算入されますか？
Ａ23　特別徴収の対象となる「公的年金等に係る所得に係る所得割額」とは、企業年金等の年金や恩給なども含めた公的年金等全てを合算して算出した税額をいい、他の公的年金等も含まれます。
Ｑ24　現行の普通徴収（納付書・口座振替）と給与からの特別徴収に加え、新たに年金からの特別徴収が新設されますが、１人の納税義務者に対して最大３つのパターンで徴収されることになりますか？

Ａ24　地方税法の改正により、公的年金等に係る所得に係る町県民税については、原則として特別徴収の方法により徴収するとされたところであり、所得の種類によっては最大３つのパターンもありえます。

Ｑ25　これまで年金所得に係る税額も給与から特別徴収されていた者について、これから給与と年金からそれぞれ特別徴収されることとなり、特別徴収開始初年度の前半においては、年金所得に係る税額の２分の１が普通徴収される（地方税法第３２１条の７の２第３項）こととなっていますが、前年度まで年金所得に係る税額を給与から特別徴収されていた人について、年金特徴開始初年度前半の普通徴収分を給与からの特別徴収に合算することはできませんか？

Ａ25　年金所得に係る税額は、給与から特別徴収はできません（地方税法第３２１条の３）。

Ｑ26　仮特別徴収額の通知はいつしますか？
Ａ26　仮特別徴収額の通知については、本徴収の通知時（６月末）にあわせて通知することとし、仮特別徴収額のみでの通知は行いません。









